
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 地球温暖化防止推進事業 平成　14　年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－3－1 市民生活課生活交通係

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

目的
(何のために実施する
のか）

地球温暖化の原因である温室効果ガスの排出を抑制するため、二酸化炭素排出量削減の取り組みを行う。
二酸化炭素排出量削減の取組として、まずは、地球温暖化対策推進実行計画を策定し、市の事務事業について二酸化炭
素排出量削減の取り組みを進め、その後、企業や家庭にも省エネ・省資源等の取り組みを広げていく。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民
市内最大の事業者である市が率先して温暖化対策に取り組み、地域における温室効果ガスの削減に貢献することにより
地球温暖化の防止につながるとともに、省エネ・省資源等の取り組みにより経費削減にもつながる。

地 方 債

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成13年度に「砂川市温暖化対策推進実行計画」を策定し、市の事務事業による二酸化炭素排出量の削減に取り組んできた。
平成23年度には「地球温暖化対策の推進に関する法律」第20条の3に基づき、新たに「砂川市地球温暖化対策推進実行計画」を策定し、数値目標を設定して二酸化炭素排出量の削減に取り組む。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

そ の 他 計　画　額

計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

実績との比較
（増減理由）

予算計上額

実　績　額

予算計上額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

前年度予算と
の比較

（増減理由）



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 1 0 0 0 1 0 0 0 0

実績値 1 0 0 0 1 0 0 0

計画値 8,180 8,110 8,040 7,900 7,820 7,740 7,660 7,580 7,500

実績値 9,085 10,562 12,605 12,139 13,675 11,981 11,624 11,567

達成されている 達成されている 達成されている

上がっていない 上がっていない 少し上がっている

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 問題がある 問題がある 普通である

自己分析：
大半の施設で
CO2排出量は削
減されたが、市
立病院の改築が
大きな要因と
なって計画値と
の乖離が生じ
た。市立病院の
改築が完了した
後に、目標値の
変更を検討した
い。

自己分析：
大半の施設で
CO2排出量は削
減されたが、市
立病院の改築が
大きな要因と
なって計画値と
の乖離が生じ
た。市立病院の
改築が完了した
後に、目標値の
変更を検討した
い。

自己分析：
前年度に続き、
成果指標の実績
値が計画値と大
きく乖離した。
この原因の１つ
は市立病院の改
築で施設規模が
大きくなったこ
とであり、目標
値の変更を検討
する必要があ
る。また、原子
力発電の停止で
火力発電が増加
し、電力の二酸
化炭素排出係数
が上がっている
ことも大きな原
因である。

判断理由：
達成度、成果は
指標の動向から
上記のとおり判
断した。効率性
は従前より事業
費がかかってな
いため「変わら
ない」とした。
総合評価は、市
立病院の改築等
により実績値が
上がり、事業の
成果が上がって
いないことを考
慮して「問題が
ある」とした。

自己分析：
市立病院の改築
や電力の二酸化
炭素排出係数が
上がったことが
主な原因で、前
年度に続き成果
指標の実績値が
計画値を大幅に
上回った。ま
た、これに伴い
成果指標の見直
しを検討した
が、現計画にお
ける見直しは行
わず、平成28年
度中に策定する
予定の次期「砂
川市地球温暖化
対策推進実行計
画」の中で反映
することとし
た。

自己分析：
市立病院の改築
や各施設の灯油
使用量が増えた
ことが主な原因
で、前年度に続
き成果指標の実
績値が計画値を
大幅に上回っ
た。また、これ
に伴い平成28年
度に策定した
「砂川市地球温
暖化職員行動計
画（※「砂川市
地球温暖化対策
推進実行計画」
から名称変
更）」の中で反
映した。

判断理由：
達成度、成果は
指標の動向から
上記のとおり判
断した。効率性
は従前より事業
費がかかってな
いため「変わら
ない」とした。
総合評価は、事
業の成果が上
がっていないこ
とを考慮して
「問題がある」
とした。

自己分析：
市立病院の改築
や各施設の灯油
使用量が増えた
ことが主な原因
で、前年度に続
き成果指標の実
績値が計画値を
大幅に上回っ
た。
前年度に比べ実
績値は減少して
いるので、今後
も二酸化炭素排
出量の削減に向
けた取り組みを
継続していきた
い。

自己分析：
市立病院の改築
や各施設の灯油
使用量が増えた
ことが主な原因
で、前年度に続
き成果指標の実
績値が計画値を
大幅に上回っ
た。
前年度に比べ実
績値は減少して
いるので、今後
も二酸化炭素排
出量の削減に向
けた取り組みを
継続していきた
い。

自己分析：
市立病院の改築
や各施設のガソ
リン使用量が増
えたことが主な
原因で、前年度
に続き成果指標
の実績値が計画
値を大幅に上
回った。
前年度に比べ実
績値は減少して
いるので、今後
も二酸化炭素排
出量の削減に向
けた取り組みを
継続していきた
い。

自己分析： 判断理由：
達成度、成果は
指標の動向から
上記のとおり判
断した。効率性
は従前より事業
費がかかってな
いため「変わら
ない」とした。
これらをトータ
ルして、総合評
価は「普通であ
る」とした。

今後の方向性 手段の見直し 手段の見直し 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：策定計画数 指標の求め方：地球温暖化対策に係る計画数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：市の事務事業に伴う二酸化炭素排出量 指標の求め方：燃料・電気使用量から算出

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
「砂川市地球温暖化対策推進実行計画」策定後、対象施設の改築や
廃止があったため、これを考慮して成果指標を見直したい。具体的
には、成果指標の動向に大きな影響を与えている市立病院がＨ24年
10月の立体駐車場完成により一連の改築事業を完了しているため、
Ｈ24年11月以降のCO2排出量を基準にして成果指標を見直す。これに
併せて、廃止した施設のCO2排出量の目標値も見直すこととする。

H28：
「砂川市地球温暖化対策推進実行計画」の計画期間（平成23～27年
度）では、市立病院の改築や二酸化炭素排出係数が上がったことな
どから、成果指標が計画値を大きく上回ることになった。一方、
CO2排出量の3分の2を占める電力に着目すると、半数以上の施設で
使用量が削減されたことなど、計画に基づく取り組みにより一定の
成果を上げることができた。こうした検証を踏まえ、今後は平成28
年度中に策定する予定の次期「砂川市地球温暖化対策推進実行計
画」によりCO2排出量の削減に向けた取り組みを進めていきたい。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/本）

0

0

成果指標１
（単位/ｔ）

7,970

12,293

H30：
「砂川市地球温暖化対策職員行動計画」では、CO2排出量の基準年度を計画期間直前の平成27年度と
し、平成32年度を目標年度に設定した。
平成29・30年度とCO2排出量の実績値は減少しているが、基準年度と平成30年度のCO2排出量を施設ごと
に比較すると、増加した施設は17施設/36施設（47.2％）で、減少した施設は19施設/36施設（52.8％）
となり、約半数の施設で増加している。
改めて職員一人ひとりが環境意識を高め、日常的な取り組みを小まめに実践していくことで、引き続き
市の事務事業に伴って発生するCO2排出量の削減に取り組む。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
これまで課題と
なっていた目標
値の見直しにつ
いて、本年度中
に行う予定であ
り、今後も二酸
化炭素排出量の
削減に向けた取
り組みを継続し
ていきたい。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

4 －3 －1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

70,000 70,000 140,000 0 0 140,000

165,000 400,000 565,000 0 0 565,000

299,000 0 299,000 0 0 299,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

130,000 170,000 300,000 800,000 800,000 2,800,000 900,000 900,000 900,000 900,000 3,600,000 6,700,000

165,000 400,000 565,000 1,800,000 1,950,000 4,950,000 900,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 5,400,000 10,915,000

299,000 1,307,000 1,606,000 214,000 261,000 2,076,000 300,000 411,000 444,000 1,155,000 4,837,000

0 200,000 240,000 440,000 800,000 800,000 2,800,000 900,000 900,000 900,000 900,000 3,600,000 6,840,000

0 330,000 800,000 1,130,000 1,800,000 1,950,000 4,950,000 900,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 5,400,000 11,480,000

0 598,000 1,307,000 1,905,000 214,000 261,000 2,076,000 300,000 411,000 444,000 0 1,155,000 5,136,000

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 太陽光発電普及促進事業 平成　24　年度　～　　―　年度

目的
(何のために実施する
のか）

地球温暖化対策及び環境保全意識の高揚のため、住宅用太陽光発電システムの普及促進を図る 住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ等に関する情報提供、啓発、相談活動、設置費用の助成

地 方 債 計　画　額

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

自ら居住する住宅等に住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑを設置しようとする個人
市民の環境保全に対する意識の向上、新エネルギーの積極的利用により、地球にやさしく、環境負荷の少ない循環型社
会が形成される

事業性質区分 新規・継続 1－3－2 建築住宅課建築指導係

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

地球温暖化対策及び環境保全のため、クリーンエネルギーの導入を促進するための事業として実施している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

そ の 他 計　画　額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

予算計上額

実　績　額

前年度の実績及び
今年度より制度の
拡充を図ったこと
から増額

前年度の実績は申請件
数の減により減少した
が、制度に対する問い
合わせもあることから
同額

実　績　額

予算計上額

予算計上額

申請件数増 申請件数減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度実績を踏
まえ増額

一 般 財 源 計　画　額 1,200,000

実　績　額

申請件数減

実　績　額 1,601,000

実績との比較
（増減理由）

前年度の実績件
数と過年度の補
助対象工事費を
踏まえ増額

予算計上額 1,200,000

実　績　額 1,601,000

申請件数増 申請件数増

前年度の実績件
数を踏まえ増額

前年度の実績は減少
したが、制度に対す
る問い合わせも多い
ことからほぼ同額

前年度の実績件
数を踏まえ減額

10件
1,950,000円

10件
1,800,000円

申請件数減

事 業 費 合 計

申請件数減

事業費予算の
内容

計　画　額 1,200,000

1,200,000予算計上額

国 費

3件～330,000円 10件

1,200,000円

5件～800,000円

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

計　画　額

申請件数減

4件
1,500,000円

4件
1,500,000円

4件
1,500,000円

4件
900,000円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 2 3 3 3 3 3 3 3 3

実績値 1 5 2 2 2 2 2 2

計画値 4 6 8 12 14 16 18 3 22

実績値 3 8 20 34 36 38 40 42

達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

上がっている
あまり上がってい

ない
変わらない

上がっている
あまり上がってい

ない
変わらない

総合評価 極めて良好である 普通である 普通である

自己分析：
次年度以降に太
陽光発電システ
ムの導入を検討
している市民等
から助成制度の
有無に関する問
い合わせや相談
件数が増加し
た。

自己分析：
助成制度の有無
や内容に関する
問い合わせも増
加しており、予
想を上回る申請
件数となった。

自己分析：
地球温暖化対策
及び環境保全意
識の高揚が申請
件数の増加に繋
がっていると考
える。

判断理由：
環境保全や新エ
ネルギーの積極
的な利用意識が
高まっているこ
とが予想を上回
る申請件数に繋
がっていると考
えられ、住宅用
太陽光発電シス
テムの普及促進
に寄与している
ことから、極め
て良好と判断し
た。

自己分析：
市民等からの補
助金に対する問
い合わせは相当
数あったが、電
気事業者による
電気買取価格が
毎年下落してい
ることで、申請
件数が減少に繋
がっているとい
ると考える。

自己分析：
国の住宅用太陽
光発電に対する
補助金が平成26
年度から廃止さ
れ、電気事業者
による電気買取
価格も下落して
いることが申請
件数の減少に繋
がっていると考
える。

判断理由：
電気事業者によ
る電気買取価格
が低下している
ことから申請数
が減少したもの
と思われるが、
電話等による制
度への問い合わ
せもあり、市民
等の認知度は高
いと判断できる
ことから普通と
判断した。

自己分析：
国の補助金の廃
止及び電気事業
者による電気買
取価格の下落が
申請件数の減少
に繋がっている
と考える。

自己分析：
市外ハウスメー
カーや市民から
のからの問い合
わせは数件あっ
たが、国の補助
金の廃止や電気
事業者の買取価
格の下落が申請
件数の減少につ
ながっていると
考える。

自己分析：
補助金に関する
問い合わせは数
件あったが、国
の補助金の廃止
や電気事業者の
買取価格が毎年
下落しているこ
とことが申請件
数の減少につな
がっていると考
える。

自己分析： 判断理由：
国の補助金の廃
止や電気事業者
による買取価格
が安価になった
ことにより、申
請件数は減少し
たと思われる
が、制度に対す
る問い合わせや
一定の設置数に
繋がっていると
考えられること
から、普通と判
断した

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 統合

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：太陽光発電システムに関する広報活動回数 指標の求め方：太陽光発電システムの情報提供及び助成制度などに関する広報活動の回数

指標名：住宅用太陽光発電システムの延べ設置基数 指標の求め方：延べ設置基数

指
標

H30：
国の補助金の廃止や電気事業者の買取価格が段階的に安価となったため、この数年間は、少ない設置数
で横ばいの状況であるが、地球温暖化防止対策及び環境保全意識高揚のため、住宅用太陽光発電システ
ム設置の普及促進に寄与する制度として、今後も継続すべき事業であると考えるが、次期計画において
は、ハートフル住まいる推進事業のひとつであることから、統合した事業として継続すべきと考える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
地球温暖化対策
及び環境保全意
識の高揚が申請
件数の増加に繋
がっていると考
える。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
地球温暖化対策及び環境保全意識の高揚のため、住宅用太陽光発電
システムの普及促進に寄与する助成制度として継続する事業と考え
る。

H28：
地球温暖化防止対策及び環境保全意識の高揚のため、住宅用太陽光
発電システムの普及促進に寄与する制度として継続すべき事業と考
える。

成果指標１
（単位/基/延）

2
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評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

活動指標１
（単位/件/年）

3

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

10

成果指標１（「成果」をもとに設定）


